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（一）不安の抗弁権と契約解除権
１．問題の所在
日本法は、いくつかの判決では不安の抗弁権の行使を認めているが、明文の規
定はない。それに対して、中国契約法は68条で不安の抗弁権の行使を明文化し、
その適用可能な事由を列挙している。その適用範囲は、ドイツ法、フランス法が
相手方財産の明白な減少を条件とするのに対して、中国法は、債務者の経済状況
の不良、信用の悪化等をも加えており、その適用範囲が広い。それは中国の不安
の抗弁権制度が英米法の履行期前の契約違反概念をも取り込んで制定されたこと
に起因する。不安の抗弁権の規定はすでに1985年の渉外経済契約法17条に規定さ
れていたが、文字通り、履行の抗弁権の行使＝履行の中止のみで、契約法69条の
ような契約解除の規定は存在しなかった。
法律出版社の「公民常用法律手冊」によれば、68条については「不安の抗弁
権」、69条については「不安の抗弁権の行使」との項目見出しが付けられている。
つまり、この「手冊」は68条と69条を不安の抗弁権に関する規定として一体的に
とらえている。しかし、69条は不安の抗弁による履行の中止のみならず、契約解
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除もできることになっている。こうした規定の仕方の背景には、大陸法系の不安
の抗弁権と英米法系の履行期前の契約違反（予期違約）を併せ規定したことに起
因する。こうした立法方式は中国法の特色をなすが、しかし、両者の関係をめぐ
って複雑な問題を提起するように思われる。契約の解除権をも含む69条を積極的
に評価する論者は、以下のように言う。「わが国の法律上の、不安の抗弁権につ
いての第二段階の効力の規定（「履行を中止した後、相手方が合理的期間内に履行能
力を回復せず、且つ適当な担保も提供しないときは、履行を中止した一方は、契約を解
除することができる」の部分を指す―小口）は、スイス債務法及びアメリカ商法典
の結果を継承したものである。先履行者に契約解除の権利を付与したことによっ
て、不安の抗弁権の性質に重大な変化をもたらした。これは純粋に抗弁権の範囲
の拡充［延緩］ということで概括できるものではなく、単なる抗弁権ではなく、
形成権でもある。わが国の契約法は、先履行者に契約解除権を明確に付与してお
り、これは、大陸法系各国の不安の抗弁権制度の重大な発展であり、先履行者に
十分な法的保護を与えるもので
(37)
ある」。しかし、立法論的には、大陸法系と同様、
不安の抗弁権のみにとどめるべきであるとの説、逆に予期違約規定があれば不安
の抗弁権は不要であるとの説もあり、この69条のような規定の仕方を立法論的に
どのように評価すべきか、中国の学者の間でも見解が分かれている。
２．韓世遠・王成の見解
《韓世遠の見解》
中国の伝統的な民法理論は双務契約の履行の抗弁権には同時履行の抗弁権と不
安の抗弁権が含まれることを認めてきた。20世紀90年代の前半、中国の学者は英
米法の履行期前の契約違反の制度に注目し、その積極的要素を参考にするように
呼びかけ始
(38)
めた。1995年～1996年に、日本の民法学者である北川善太郎教授が中
国社会科学院法学研究所を訪問した時、大陸法系の不安の抗弁権を改造し、その
積極的要素を取り入れ、（しかも単に“抗弁”のレベルに止めるのでなく）、担保及
び解除制度と結合させるべきであるとの考えを述べた。私は、これらの要素が一
定程度中国契約法の起草者に影響を与え、最終的に、不安の抗弁権と履行期前の
契約違反という二つの制度が契約法によって規定されたと考える。立法論からす
ると、私個人としては、大陸法を“体”となし、コモンローを“用”となし、両
者あい具わらせることに賛成である。これはまた、現在の中国契約法が実際に示
している特徴をなす。もちろん、解釈論からすると、“混合継受”は解釈適用の
面での問題を出来させ、難題ですらある。これについては後述する。
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《王成の見解》
69条の規定方式を論ずることは、実質的には不安の抗弁権の存在価値を論ずる
ことである。そして、不安の抗弁権の中国契約法における存在価値を論じようと
すれば、必然的に不安の抗弁権と履行期前の契約違反が同時に存在しているとい
う大きな背景に留意しなければならない。
確かに、同じ法律において不安の抗弁権と履行期前の契約違反制度を同時に規
定したことは、議論を呼ぶこととなった。学説上の議論のほかに、司法実務にお
いても異なる理解が現れた。例えば、次の裁判例がそうである。
2003年６月20日に最高人民法院が下した、額 時投資会社が天津市金属用具会
社を訴えた中外合資契約紛争上訴案（最高人民法院（2002）民四終字第３号民事判
決書）において、最高人民法院は次のように判示した。「本件には、わが国の契
約法における不安の抗弁権と履行期前の契約違反に関する規定を適用することが
できる。契約法68条・69条の不安の抗弁に関する規定に基づき、先に債務を履行
しなければならない一方当事者が不安の抗弁権を行使するには、まず、確実な証
拠があって相手方に法定の幾つかの債務履行能力を喪失しまたは喪失する可能性
のある状況の存することを証明しなければならず、次に、速やかに相手方に通知
する義務を尽くさなければならない。しかし、本件において、投資会社と用具会
社間にはどちらが先に債務を履行するかという問題は存在せず、投資会社もま
た、用具会社に合資契約の履行中止を通知していないため、契約法における不安
の抗弁の関連規定に合致しない。それと同時に、用具会社は既に出資としての設
備と家屋を合資会社に引き渡して実際に使用させており、僅かの家屋のみが所有
権移転登記を行っていないだけであり、用具会社は主たる債務を履行しなかった
のではなく、主たる債務を履行している。従って、契約法94条の履行期前の契約
違反に関する規定にも合致しない。故に、投資会社が上訴して自身が約定に照ら
して第４期、第５期資金を投入しなかったことは一種の履行期前の契約違反（に
基づくもの）であり、不安の抗弁権の行使に属するとし、そのため、自身は免責
されるとの理由は成立せず、本法院は支持しない」。
この判決において、最高法院は不安の抗弁権と履行期前の契約違反を同列に論
じており、両者を明確に区別していない。このような処理方式を如何に見るか
は、読者諸賢の判断に委ねる。
以上のほか、2009年７月７日の最高人民法院の「当面の情勢下において民商事
契約紛争事件を審理するさいの若干の問題に関する指導意見」の中の六「不安の
抗弁権規則を合理的に適用し、権利者の合法的権益を維持する」部分の第17条
は、次のように規定する。当面の情勢下において、誠実な契約の一方当事者を促
して速やかに証拠を保全し、権利者の正当で合法的な権益を効果的に保護するた
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めに、一方当事者が既に全部の引渡義務を履行したものにつき、約定された代金
の支払期限が未だ到来していないものの、支払側に期限未到来の代金を支払うよ
う求めた場合、支払側が明確に代金支払義務の不履行を表明したこと、あるい
は、支払側が営業許可を取消・抹消され、関係部門によって営業許可証が取り上
げられて休業状態に置かれていること、支払側が財産を移転し、資金を引き出す
ことによって債務を逃れようとすること、支払側が商業的信用を失っているこ
と、および、支払側が自らの行為をもって代金支払義務の不履行を表明するその
他の事由を証明する確実な証拠があれば、支払側が適切な担保を提供しない限
り、人民法院は、契約法68条１項、69条、94条２号（履行期前の契約違反を理由と
する契約解除―小口補）、108条（履行拒絶の違約責任―小口補）、167条（割賦売買の
解除―小口補）等の規定の趣旨に基づいて、支払期限が既に到来したと判示する
かまたは支払期限を早まらせることを判示することができる。
最高人民法院第２民事廷の責任者は、上記の「指導意見」について記者の質問
に答える際に、市場経済の条件下において、大多数の双務契約の締結および履行
はいずれも同時には行われないと指摘した。とりわけ、動産の取引実務におい
て、先に目的物を引き渡し、後日別途代金を支払うという取引形態が圧倒的多数
を占めている。目下の情勢下において、信用不安等の諸要素により深刻な法律問
題が惹起され、権利者の合法的権益の保護を直接脅かすこととなった。そのた
め、「指導意見」は目下の情勢と結び付け、契約法68条等の規定に基づき、不安
の抗弁権の適用について具体的な指導意見を提出することによって、誠実な契約
の一方当事者が速やかに証拠を保全し、更に権利者の正当で合法的な権益を効果
的に保護しようとしたのである。具体的には、以下の通りである。一方当事者が
既に全部の引渡義務を履行したものにつき、約定された代金の支払期限が未だ到
来していないものの、支払側に対して期限未到来の代金を支払うよう求めた場
合、支払側が明確に代金支払義務の不履行を表明したこと、または支払側が営業
許可を取消・抹消され、関係部門によって取り上げられて休業状態に置かれてい
ること、支払側が財産を移転し、資金を引き出すことによって債務を逃れようと
すること、支払側が商業的信用を失っていること、および支払側が自らの行為を
もって代金支払義務の不履行を表明したこと等の状況を証明する確実な証拠があ
れば、支払側が既に適切な担保を提供したのでなければ、人民法院は、契約法68
条１項、69条、94条２号、108条、167条等の規定の趣旨に基づいて、支払期限が
既に到来したと判示するかまたは支払期限を早まらせることができる。
上記の指導意見および指導意見についての解釈において、最高法院は、68条１
項、69条、94条２号、108条等の条文を区別せずに同列に論じている。しかも、
68条に定める不安の抗弁権の前提が、「先に債務を履行すべき当事者が、確実な
早法89巻１号（2013）80
証拠によって相手方に以下のいずれかの状況が存することを証明できたときは、
履行を中止できる」ということになっているのに対し、上記指導意見を適用する
前提は、「一方当事者が既に全部の引渡義務を履行した」後、相手方に様々な状
況が存在することにより、期限未到来の代金支払義務の履行に影響し得るに足る
ときに、代金支払期限が既に到来した、あるいは支払期限を早まらせる旨の判決
を下すことができる、ということである。
このような指導意見は、特定の状況下において約束を守る債権者の保護にとっ
て確かに意義を有するが、如何に契約法の関連条文と整合性を保たせるかについ
ては、議論の余地がなくはない。このことも当然、人々の不安の抗弁権と履行期
前の契約違反制度の関係に関する議論を惹起させることとなる。しかし、立法論
として、私は両者を同時に規定することに賛成である。もちろん、現行の規定に
は改善の余地がある。
私個人としては、以下のように考えている。現在の規定の主な問題点は、68条
１項２号の場合が68条１項におけるその他の場合とは異なる性質のものに属する
点にある。68条１項１・３・４号にいう状況は、客観的に財産状態が悪化して履
行能力を失う場合に属し、同２号にいう状況は、主観的に債務の履行を逃れよう
とする場合に属しており、後者は、94条２号および108条の規定により類似する
場合である。従って、68条１項２号にいう状況を108条または94条２号に定める
状況の中に組み入れるべきである。68条の重点を客観的な財産状態の悪化という
事実状態に置き、108条および94条２号の重点を主観的な履行拒絶に置くことに
よって、それぞれにふさわしい法的効果を設計すべきである。
客観的な財産状態の悪化と主観的な履行拒絶とはそれぞれ債権の実現に影響す
るケースが異なっており、従って、いずれも規定する必要がある。ただ、法的効
果には幾分かの差異がなければならない。前者は69条の規定に照らして処理し、
後者は94条または108条に照らして処理したほうが、私は妥当だと考える。
中国の立法機関もまたこの問題に気付いている。
全国人民代表大会法律委員会による第11期全国人民代表大会第４回会議主席団
が審議のため交付した代表提起議案の審議結果に関する報告（2011年12月31日第
11期全国人民代表大会常務委員会第24回会議採択）がそれであり、そこには以下の
内容が含まれている。
契約法改正に関する議案２件。安徽代表団左延安等30名の代表、広西代表団劉
慶寧等31名の代表が提出した第188号、第343号議案は、不安の抗弁権適用の具体
的要件、手続並びに契約の一方的解除の要件を明確にするよう、契約法の改正を
建議した。
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３．瀬川信久のコメント
この（一）は次の（二）と問題が部分的に重なっているので、一括して（二）
に記載する。
（二）引き続き不安抗弁権と契約解除権の関係
１．問題の所在
69条が契約解除規定を設けたことにより、履行期前の契約違反を理由とする94
条２号の法定解除規定との関係、及び108条の履行拒絶を内容とする違約責任と
の関係が問題となる。前者の関係についていえば、韓世遠教授は、催告の有無の
点で、両者は矛盾し、解釈論でもってその整合化をはかるべきであるとされる。
すなわち、69条が掲げる「合理的期間内に履行能力を回復せず、且つ適当な担保
を提供しない」というケース［情形］と、94条２号の「自己の行為を以って主要
な債務を履行しないことを表明する」というケースとは重なりあう。ところが、
69条が実質的に解除権の行使につき催告を要件としているのに、94条２号は催告
を要件としておらず、この点で、両者は矛盾し、体系的解釈によって、94条２号
も69条を参照して催告を要すると解釈すべきであるとさ
(39)
れる。また、69条が履行
期前の契約違反概念を導入したため、履行拒絶に関する108条との関係が問題と
なる。違約責任に関する規定中、108条は、「当事者の一方が契約義務を履行しな
いことを明確に表示するか、又は自己の行為をもって表明したときは、相手方は
履行期到来前に違約責任を負うように要求できる」と規定する。この点につき、
李永軍＝易軍「合同法」によれば、「契約法108条は、単に自己の行為をもって契
約を履行しないことを表明すると規定するだけで、これは当該規範の援引に一定
の難題をもたらすことになる。すなわち、この規定に符合する行為であれば黙示
の毀約をなすかどうか、これ以外に他の要件を具備する必要はないのかという問
題である。英米法の黙示の毀約の立法と理論にもとづき、わが国契約法と結び付
け、筆者は以下のように考える。すなわち契約の双方当事者において、後履行者
が黙示の毀約を構成するかどうかは、68条、69条の不安の抗弁権に関する規定を
判断基準としなければなら
(40)
ない」、すなわち後履行者が契約成立後に履行能力を
喪失するか、喪失する可能性があること、及び担保を提供せず、或いは履行能力
を回復しないこと、を判断基準とすべきである、と説く。さらに、先履行、同時
履行が黙示の毀約を構成するかどうかを判断するときも、この69条の規定を参照
すべきであるとも説く。
以上のような69条と94条２号及び69条と108条の関係づけについての見解をう
かがいたい。
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２．韓世遠・王成の見解
《韓世遠の見解》
上記の条文は契約法の“混合継受”の特徴を体現しており、これに対して“整
合的解釈”をしなければならない。すなわち体系的視点から、上記の条文を相互
に補足しあう情報の有期的全体として理解しなければならない。上記の解釈方法
はいずれもこうした体系的解釈の特徴を体現している。
《王成の見解》
この問題に関しては、前に既に触れた点以外に、私は更に、69条規定の状況
（68条１項２号を除く）、すなわち財産状態の悪化は客観的状況に属しており、債
務者の主観的状態とは関係しないと考える。従って、催告が必要であり、催告の
後、債務者の履行能力が依然として回復できずまたは担保を供し得ないならば、
債権者による契約解除を認めなければならない。他方、94条２号（68条１項２号
を含む）および108条規定の状況に関しては、履行拒絶に属し、全く債務者の主
観的な決定である。この場合は、催告を通じて再び債務者に機会を与える必要が
ない。債権者は、直接契約の解除を含む違約責任を追及できる。
なお、69条の規定は先後の履行順序がある場合に限られるのに対し、94条２号
および108条にはこのような制約がない。
３．瀬川信久のコメント（論点（一）（二）について）
１) 中国における両制度の事案類型
?不安の抗弁権」は、もともと大陸法では、双務契約の後履行の債務が履行さ
れない危惧があるときに、先履行義務を負う他方当事者が自己の債務を履行しな
くても不履行の賠償責任を負わず契約を解除されないという制度である。これに
対し、「履行期前の契約違反」は英米法ではもともと、履行期前に相手方が履行
拒絶の意思を明確にしたときに、他方当事者が契約を解除できるという制度であ
った。小口教授の指摘のように、中国契約法は両方を取り入れた。しかも、それ
ぞれの適用要件を拡げ、また、不安の抗弁権についてはその効果として債務不履
行責任の免責だけでなく解除権まで認めた。さらに、王教授が紹介される2009年
７月７日の「最高人民法院の指導意見」は、不安の抗弁権の効果として、代金債
務の支払期限の早期化まで付加している。
中国契約法ではこのように両制度の適用範囲を拡大したために、両制度の関係
が問題になる。この問題について、韓教授と王教授は両制度とも必要だと考え
る。そのうえで、韓教授は不安の抗弁権を「体」、履行期前の契約違反を「用」
ととらえるべしとされる。王教授は、場合を分け、債務不履行の危惧が客観的な
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財産状態の悪化による場合は、催告したが履行能力が回復せず担保提供もないこ
とを要件として不安の抗弁権を認め、財産隠匿等の主観的な履行拒絶による場合
は、催告しなくても履行期前の契約違反を認めることを提案される。
以上のような不安の抗弁権と履行期前の契約違反を使い分ける議論は理解でき
るが、それとともに、契約と紛争の類型を意識する必要があるように思われる。
というのは、不安の抗弁権の裁判例が中国では多いといわ
(41)
れるが、その中には多
様な契約類型と紛争類型が入っているからである。後述するように、日本では、
①不安の抗弁権の紛争は継続的供給契約に集中している。それは、既に引渡した
分の代金を買主が払わない場合や、買主が既引渡し分の代金を払った後に資産状
態が悪化した場合に、供給者が将来に向って引渡しを拒絶し契約関係を解消しよ
うとする場合である。これに対し、②王教授があげる中外合資契約紛争上訴案
は、継続的商品供給契約ではなく合資契約である。また、③１回だけの鋼材の売
買契約あるいは肖像画作成の請負契約で、買主・注文者が手付金を払う前に売主
の経営状態等が悪化したり請負人が重病になりその債務の履行が懸念されるた
め、買主・注文者が手付金の交付を停止し契約を解除した場合に債務不履行責任
を負うかという事件も、不安の抗弁権の問題として議論されて
(42)
いる。さらに、④
不安の抗弁権に関する最高人民法院第２民事法廷責任者の説明（王教授が紹介さ
れるもの）が考えているのは、代金後払いの売買で売主が目的物を引渡したが、
代金の弁済期前に買主が代金支払い義務の不履行を表明したり、営業許可取消し
により休業したり、財産隠匿行為をしたり、商業的信用を喪失した場合に、売主
の代金債権を如何に確保するかという問題で
(43)
ある。
これらのうち、④は、被告の債務が履行済みだから不安の抗弁権の問題ではな
い。また、契約関係の解消請求でないから英米法の履行期前の履行拒絶の問題で
もない。日本法では、期限の利益喪失の問題である。期限の利益を喪失する場合
は、普通、契約で決めるが、契約で決めていないときに法律上どのような場合に
認めるべきかの問題である。③は手付の解釈の問題であろう。そして、日本では
このような場合、手付が未だ授受されていない以上、契約の成立は認められず、
買主・注文者は債務不履行責任を負わないように思われる。②についても、合資
契約の合同行為（Gesamtakt）たる性格を重視すれば、もともと双務契約
（gegenseitiger Vertrag）を考えていた不安の抗弁権や履行期前の契約違反を適用
すべきでないだろう。特に、合資契約の当事者が多数の場合はそうである。しか
し、合資契約の当事者が２人の場合には不安の抗弁権や履行期前の契約違反を適
用することも考えられる。①についての日本法の考え方は次に述べる。いずれに
せよ、不安の抗弁権と履行期前の契約違反の関係を考えるときには、どのような
契約類型や紛争類型を考ているのかを意識する必要があるように思われる。
早法89巻１号（2013）84
２) 日本における判例・解釈・学説と近時の立法論議
日本民法典にはいずれの制度についても規定がない。また、裁判例・学説の議
論も限定的なものであった。しかし、今回の債権法改正作業の中で議論が大きく
進み、立法化が考えられている。不安の抗弁権と履行期前の解除のそれぞれにつ
いてみておく。
ア）まず、不安の抗弁権については、1960年代以後であるが最高裁判決1件を
含む13件の公刊裁判例が
(44)
ある。この裁判例のうち11件が継続的な商品供給契約の
事案で
(45)
ある。裁判例は、買主の信用不安の場合に、売主は一定の手続を経れば先
履行義務の履行を拒絶・中止しても債務不履行責任（損害賠償責任）を負わない
旨を判示している。結論として売主の損害賠償責任を肯定したものもあるが、否
定したもの（すなわち、不安の抗弁権を認めたもの）も少なくない。
学説では不安の抗弁権は古くから提唱されて
(46)
おり、裁判例が増えた1960年代か
らは議論が盛んになった。しかし、効果は先履行義務を拒絶・中止できる（拒
絶・中止しても損害賠償責任を負わない）ことだけであり、解除を考えていない。
今回の債権法改正では以上の判例・学説を踏まえて、まず、「債権者の信用不
安に伴う資力不足その他……反対債務の履行を受けることができなくなる具体的
な危険が生じたこと」を要件として履行停止権を認める案が提示さ
(47)
れた。この検
討委員会の提案は、反対債務を受けられない「具体的な危険」がある場合に限定
し、また、効果を履行請求に対する抗弁権と不履行責任の否定に限っているが、
①先履行義務を負う債務者に限らず、②反対債務を受けられなくなる事由を相手
方の資力不足に限らず、③不履行の危険が契約締結後の事情による場合に限って
いない点では、それまでの学説よりも不安の抗弁権が認められる場合を拡大して
いた。
しかし、「中間的な論点整理」のパブリック・コメントでは明文化に賛成意見
が25、慎重意見が19と分かれ、明文化する場合でも要件を限定すべきだとの意見
が多かった。慎重意見は実務家に多く、理由は、大企業が中小企業・仕入れ販売
業者を圧迫するおそれ、不安の抗弁権行使による風評被害のおそれ、自転車操業
の経営に致命的であること、濫用のおそれ等で
(48)
ある。法制審議会で要件を限定す
る案が出
(49)
され、本年（2013年）３月の「中間試案」では、①先履行義務を負う債
務者に限定し、②「破産手続開始，再生手続開始又は更生手続開始の申立てがあ
ったことその他の事由により，その反対給付である債権につき履行を得られない
おそれがある場合」を要件としている。また、③不履行の危険が契約締結後に生
じた場合には契約締結時に予見できなかったときに、契約締結時に既に生じてい
た場合には正当な理由により知ることができなかったときに限って
(50)
いる。なお、
諸提案が効果として考えているのは履行停止権と債務不履行責任の免責のみであ
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り、解除は考えてい
(51)
ない。以上のように、日本の不安の抗弁権は要件でも効果で
も中国契約法より限定されている。
イ）履行期前の解除については、公刊裁判例は一件のみで
(52)
あり、学説の議論も
英米法の研究にとどまり、法解釈論としての検討は1980年代以後で
(53)
ある。今回の
債権法改正でも、検討委員会案は、債務者が履行拒絶したときに履行期の到来の
前でも塡補賠償請求を認めたが、解除は認めなか
(54)
った。
ところが、債権法改正作業の過程で「中間的な論点整理」が履行期前の履行拒
絶を解除権の発生原因とすることについて意見を求めたところ、３分の２の意見
がこれに賛成した（賛成が19、慎重論が４、反対が５。いずれも弁護士会、企業法務
等の意見であり、意見提出者による傾向はみられ
(55)
ない）。これを踏まえて「中間試案」
は、契約の解除の中で、履行遅滞の場合の催告による解除、履行不能等の場合の
債務催告解除に加えて、履行期前の履行拒絶の場合の無催告解除を提案して
(56)
いる。
ウ）このように「中間試案」は、不安の抗弁権と履行期前の解除をいずれも規
定することを考えている。それぞれが認められる場合をみると、不安の抗弁権
は、相手方の破産手続開始等を挙げつつもそれに限らず、相手方の債務が履行さ
れないおそれがある場合であり、履行期前の解除は、相手方の履行拒絶の意思表
示を挙げつつもそれに限らず、相手方が履行期に契約の目的を達するに足りる履
行をする見込みがないことが明白である場合である。実際にはこの二つの場合は
しばしば重なり、一つの場合に不安の抗弁権と履行期前の解除のいずれをも行使
できることが考えられる。ただ、「中間試案」は不安の抗弁権の効果を抗弁権に
とどめているので、不安の抗弁権と履行期前の解除のそれぞれに相応しい要件を
各条文の解釈論によって具体化することができ、両制度の要件が混線することは
ないと思われる。
３) 日本法における代替的諸制度
これまで日本では、不安の抗弁権の効果を履行停止権にとどめ、履行期前の契
約違反解除は法律も判例も考えていなかったから、不安の抗弁権と履行期前の契
約違反の関係は問題にならなかった。そこで、日本法について問うべき問題は、
中国とは逆となり、なぜ、不安の抗弁権の効果の拡大や履行期前の契約違反に積
極的でなかったのかである。一つの理由は、「中間的な論点整理」に対する意見
が指摘するこれらの制度の弊害であろう。しかし、もう一つの理由は、判例と学
説がこれらの制度に代わる様々な法理を形成してきたからだと考える。以下で
は、ア）継続的供給契約に特殊なものと、イ）給付が1回の単発的な契約に妥当
する一般的なものとに分けてみる。
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ア）不安の抗弁権・履行期前の契約違反にとって継続的供給契約が重要なの
は、しばしば、供給者（売主等）からの給付と被供給者（買主等）からの代金弁
済とが先後して順に履行される契約だからである。供給者が先に履行し被供給者
が代金を後払いする約定の場合で説明するとこうである。ⅰ）供給者が前の期の
給付を履行したが被供給者がその代金を弁済しないときに、供給者は次期の履行
を拒むことができるか。次期の給付債務と対価関係に立つのは次期の代金債務で
あり、その代金債務は未だ弁済期にないから、同時履行の抗弁権では供給者は次
期分の履行を拒絶することができ
(57)
ない。また、ⅱ）被供給者が前の期の代金は弁
済したが、その後に信用状態が悪化したために供給者は次期分の履行を拒絶した
い、さらには、ⅲ）次期１回分の履行拒絶にとどまらず、契約関係を解消して給
付義務を将来にむけてすべて消滅させたいという場合がある。履行が１回の行為
でなされる契約では、契約締結時に相手方の信用状態の調査を怠ったことを理由
に、先履行義務者のこのような履行拒絶・契約関係解消を原則として否定するこ
とができるが、長期間にわたる継続的供給契約では、当初１回の信用状態調査義
務の懈怠だけを理由に履行拒絶・契約関係解消を否定することは躊躇される。そ
こで、ⅰ）ⅱ）の場合の履行拒絶のためには不安の抗弁権が、ⅲ）の契約関係の
解消のためには履行期前の契約違反を理由とする解除が、制度として必要とされ
るところである。
しかし、日本法では、これらの履行拒絶・契約関係の解消のために別の法理を
開発してきた。まず、ⅰ）の場合には、判例・通説は、前の期の未履行の代金債
務と次期の給付義務との間に533条の同時履行の関係を認
(58)
めた。各当事者の債務
は全期間を通じて全体として対価関係にあり、前の期の未払いの代金債務は次期
の給付分と同時履行の関係に立ちうると解するのである。ⅱ）の履行拒絶による
不履行責任については、「違法性」要件を否定して免責する裁判例も
(59)
ある。他方、
ⅲ）の契約関係の解消のためには、下級審裁判例を中心に、やむを得ない事由が
ある場合には一方から契約を解消（解除、解約申入れ、告知）できるとする法理を
形成してきた。この契約解消に予告期間を要するか、相手の受ける損害を賠償す
る義務を負うかは、やむを得ない事由の内容と程度に
(60)
よる。そして、その「やむ
を得ない事由」の有無を判断する際に、相手方の信用不安を事案に応じて重くあ
るいは軽く考慮している。この法理の根拠として「信義誠実の原則」「事情変更
の原則」「公平の原則」をあげるものもあるがこれらの根拠をあげないものも少
なくない。以上から、日本では継続的給付契約においても、不安の抗弁権がⅱ）
の履行拒絶事案の一部に限られ、履行期前の契約違反が用いられないのだと思わ
れる。
イ）給付が１回の契約については、先履行義務者でも、履行期が来て履行しな
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いでいるうちに相手の債務も履行期に来ると同時履行の抗弁権を行使できるとい
う、先に述べた判例法理がある（「三 先履行の抗弁権」の３．１）の最後の段落を
参照）。このために、先履行の債務が履行されずに後履行の債務の履行期が到来
する場合には、中国法では不安の抗弁権によるが、日本法では同時履行の抗弁権
によっている。不安の抗弁権が必要なのは、結局、先履行の債務が履行されては
じめて後履行の債務を負う約定の場合のみである。そのような場合に関する公刊
裁判例は１件にとど
(61)
まる。それは、先履行債務が履行されない場合でも、その目
的物を他から調達できるときには、債権者は契約を解除して他から調達し、紛争
にならないからではないかと思われる。紛争になるのは、注（61）のような、先
履行の目的物を他から調達できない場合（いわゆる特殊関係的な契約）に限られ
る。
以上は、給付が１回の契約において、不安の抗弁権に同時履行の抗弁権が代替
的に機能してきたということであるが、もう一つの履行期前の解除には履行不能
を理由とする解除が代替的に機能してきた。すなわち、履行遅滞による解除は履
行期が到来していなければならないが、履行不能による解除は履行期以前にもで
きる。そこで、履行期前に解除したい債権者は履行不能に基づく解除を主張し、
判例は、債務者が履行しようとしないときには、履行期前でも「履行不能」を認
定して解除を認めて
(62)
いる。
ウ）なお、法律は、継続的契約・役務提供契約の相手方が破産した場合――信
用不安の最も顕著な場合である――に、他方当事者からの解除を認めて
(63)
いる。ま
た、役務提供契約では注文者・委任者・受任者に任意解除権を認めている（民法
641条、651条）。そのほか、後履行義務者に信用不安の事情が生じたときに期限の
利益を喪失させる約款がある場合にはそれにより期限を到来させ、その上で履行
遅滞を理由に解除していることも考えられる。これらの解除権も、履行期前の契
約違反に基づく解除権に代替する機能を果たしているのかも知れない。
以上のように、日本では、不安の抗弁権や履行期前の契約違反に代わる様々な
法理を形成
(64)
したためにこれらの制度が発達しなかったように思われる。「中間試
案」は、以上の代替的制度の一部を、不安の抗弁権、履行期前の解除として明文
化することを提案している。これと対比すると、中国法は様々な紛争に対し、不
安の抗弁権・履行期前の契約違反を活用している。2009年７月７日の「最高人民
法院の指導意見」が不安の抗弁権の効果として代金債務の支払期限の早期化を考
えるのも、上記④のような期限の利益喪失の紛争に不安の抗弁権で対処しようと
するためだと思われる。いずれの方向を採るにせよ、契約や紛争の類型・構造を
意識しながら適切な法理を探ることが重要だと考える。
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（三）不安抗弁事由の発生時期
１．問題の所在
68条は、不安の抗弁権の適用可能な法定事由を規定しているが、この不安の抗
弁事由の発生時期については、両論ある。その一は、契約締結後発生することを
要件とする。その二は、契約締結前に存在した不安の抗弁事由が締結後顕在化し
た場合も、68条の適用対象となるとする。前者の説によれば、後者のようなケー
スの場合、詐欺や重大な誤解で生じた民事行為の規定（契約法54条）で処理すべ
きことになり、第二の説では詐欺、重大な誤解に関する規定と68条の選択とな
る。王利明ら多数説は前者の説を採用しているが、韓世遠は第二の説を採用して
いる。この問題をどう考えるべきか、また裁判実務はどうなっているか。
２．韓世遠・王成の見解
《韓世遠の見解》
伝統的民法からすると、通常、“契約締結後、相手方の財産状況に明らかに顕
著な減少が生ずる”（ドイツ民法典321条）、あるいは相手方の財産が“契約締結後
に顕著に減少する”（台湾民法265条）ことを要求している。これは、不安の抗弁
権が一種広義の事情変更原則の具体的適用の形態とされていることによる。も
し、契約締結時にすでに不安の事情が存在していれば、錯誤又は詐欺に基づく取
消権によって救済される。そのほか、もし先履行者がこの状況を明らかに知りな
がらなおかつ契約を締結したなら、それは自ら冒険に甘んじた投機行為であっ
て、特別に保護する必要はない。先履行者はなおその債務を履行しなければなら
ない。
しかし、上記のようなとらえ方には不十分な点が存する。契約締結時に反対給
付にすでに不安な状況が存在し、しかし、先履行者はこれについてまったく知ら
ないというケースが存在する。しかるに上記の論理構成によれば、不安の抗弁権
の規定を援用することができない。これは利益考量上、失当といわなければなら
ない。故に、以上とは異なる立法例がある。例えばオーストリア民法典1052条後
段がそれで
(65)
ある。CISG71条１項もまた不安の抗弁権の事由を契約締結後に発生
しなければならないとは限定しておらず、ただ契約締結後に顕現しさえすればそ
れで十分としている。ドイツ民法典321条はすっかり従来の態度を変え、原321条
の立場を修正し、その１項前段を「双務契約において先履行義務を負う当事者
が、もし契約締結後、反対給付を得ようとすることの請求権が相手方当事者の履
行能力の欠如の危害を受けようとしていることを認識したときは、その給付の履
行を拒絶することができる」と規定した。
契約法68条は、不安の抗弁権を適用できる法定事由を規定しているが、この種
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の不安が“契約締結後に生ずる”のか、それとも“契約締結後にはじめて顕現す
る”のか、条文は明確でない。学理解釈においては、契約締結後にはじめて生ず
るものと解釈する論者も
(66)
いる。しかし、筆者の考えによれば、最高のものを見習
わなければ並以下になるとの精神により、二種類の解釈が可能な場合、最新の立
場の潮流に合致するものを選ぶべきであり（比較法的解釈）、したがって、後者に
よれば、不安の事由が契約締結時にはじめて生じ、しかもそれを知らなかった者
に故意又は重大な過失がなければ、不安の抗弁権が生ずる。そのほか、こうした
解釈は立法目的（法意解釈）にも合致する。何故なら、立法者が不安の抗弁権を
規定したことの目的の一つは、“契約に名を借りて詐欺を行うのを
(67)
防ぐ”ことに
あり、不安の抗弁権は、契約詐欺を防ぎ、債権者の合法的権益を保護する関連規
定の一つとして契約法に増やされたものであるからで
(68)
ある。このように見てくる
と、伝統的民法の、不安の抗弁権を広義の事情変更原則の運用として理解する
(69)
見解は、修正されなければならない。さらに、契約締結時にすでに存在した不安
事由もまた不安の抗弁権を生じさせることを認めるからといって、重大な誤解又
は詐欺を構成する可能性のあることを否定すべきでない。こうした場合、先履行
義務者は選択することができ、もし契約の取消を主張すれば、不安の抗弁権を主
張するという問題は当然ながら生じない。もし先履行義務者が不安の抗弁権を主
張すれば、原則として取消権を放棄したものと考えるべきであろう。
《王成の見解》
全体的に言うと、私はより第１の見解に傾いている。すなわち、契約締結後に
発生したことをその要件とする。契約締結前に生じた事由について如何に処理す
べきかについては、私はケースバイケースで分析しなければならないと考える。
つまり、68条１項に列挙する４つの状況については、区別して処理しなければな
らない。
１号の「経営状況が著しく悪化した」場合について。経営状況の著しい悪化は
一種の事実的状態である。契約の締結当時において、相手方当事者が既にこのよ
うな事実的状態の存在を知っていて、それでも契約の締結を望んでいたならば、
契約は当然有効であり、契約の履行過程においても経営状況の著しい悪化をもっ
て不安の抗弁を主張することはできなくなるだろう。契約締結時において、経営
状況が著しく悪化した一方当事者が故意に隠匿または欺 したことにより、相手
方当事者が契約を締結したとするならば、契約は取り消すことができる。契約締
結時において、経営状況が著しく悪化した一方当事者が故意に隠匿または欺 し
たことがなく、相手方当事者が注意を怠り、既に存在している状況について無視
したとするならば、それによって締結した契約もまた有効であり、それと同時
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に、相手方当事者もまた不安の抗弁を主張できなくなるだろう。
３号の「商業的信用の喪失」自体の状況もまた非常に複雑であり、その一部が
１号の「経営状況の著しい悪化」と同じであるのに対し、その他の一部は経営者
自身の行為と関わる可能性がある。しかし、何と言っても、商業的信用の喪失は
一種の結果であり、この点からして、第１号の状況と同じである。
２号の「財産を移転し、資金を引き出し、以て債務を逃れる」ことが、契約の
締結前に発生していたとするならば、本契約とは無関係であろう。何故なら、そ
のことも本契約の相手方に対する詐欺を構成しないからである。契約の成立後、
相手方当事者が以前そのような行為があったことを知るようになったとするなら
ば、商業的信用の喪失の範疇に入れられる可能性がある。しかも、このような状
況は、その影響が契約の成立後に発生した場合に属し、この場合は、不安の抗弁
権を適用することができる。
３．瀬川信久のコメント
韓世遠の見解は、契約時に相手方の財産状態に注意する義務を軽減するもので
ある。「買主注意せよ」から「売主注意せよ」への変化に沿う見解と理解するこ
とができる。ただ、詐欺・錯誤による取消し・無効の要件をどの程度緩和するか
にも依存する。詐欺・錯誤の場合には行使期間の制限があるが、不安の抗弁権
も、契約締結から長期間後に問題になったときには、行使を制限すべきであろう
から差は小さいと思われる。
この問題は、わが国でもかつての学説は契約締結後の事由に限っていたがその
後契約締結後に顕在化した事由に拡大する見解が主張されて
(70)
いた。債権法改正に
おける議論の状況は、（二）３コメントの（２）で述べた。王成教授のような不
履行の危険をもたらす事由ごとの検討が必要だと考えるが、この点に関する議論
は日本では未だ十分でないように思われる。
注
(37) 李永軍＝易軍『合同法』中国法制出版社（2009年）273頁。
(38) 南振興＝郭登科「予期違約理論比較研究」法学研究1993年１期、韓世遠＝崔建遠「先期違
約与中国合同法」法学研究1993年３期、参照。
(39) 韓世遠・前掲注１書、519頁。
(40) 李永軍＝易軍・前掲注37書、276頁。
(41) 稲田和也「不安の抗弁権の条文化に関する若干の検討――中国契約法における不安の抗弁
権規定を参考として」法律時報 81巻８号（2009年７月）126頁。
(42) 王斌「中国統一契約法の新たな試み：不安の抗弁権規定と履行期前の履行拒絶規定の分
離」横浜国際社会科学研究５巻３号（2000年）37頁以下。
(43) 周剣龍「重要判例に学ぶ中国ビジネス最前線 第７回 契約の紛争をめぐる裁判例」
研究会報告（小口) 91
 
NBL874号（2008年）83頁以下も、金銭消費貸借で借主の収入経営状態が悪化したときの期限
利益喪失条項に基づく契約の解除と元利金返還請求（河北省秦皇島市中級人民法院）を、不安
の抗弁権の問題と考えている。
(44) 松井和彦「『契約危殆』状態における履行確保（一）（二）――不安の抗弁権から履行停止
権への展開」修道法学20巻１号（1998年）63-64頁、68-69頁、清水元『同時履行の抗弁権の判
例総合解説（2004年）92-104頁。
(45) 平井宜雄『債権各論Ⅰ上』（2008年）202頁も、「不安の抗弁権を扱う下級審判決はほとん
ど継続的取引に関する」という。
(46) 勝本正晃『民法に於ける事情変更の原則』（1926年）254頁（ただし、事情変更の原則の一
適用として）、柚木馨「所謂『不安の抗弁権』」民商５巻３号（1937年）445頁（ただし、立法
論）、我妻栄『債権各論上』（1954年）84頁、来栖三郎『契約法』（1974年）158頁。我妻は、解
除権までは認めるべきでないとする。
(47) 民法（債権法）改正検討委員会編『詳解 債権法改正の基本方針 Ⅱ』（2009年）189頁
【3．1．1．55】。民法改正研究会編『民法改正 国民・法曹・学界有志案』（2009年）193頁も同様
の提案をする。
(48) 金融財政事情研究会編「『民法（債権法関係）の改正に関する中間的な論点整理』に対し
て寄せられた意見の概要」（2012年）3000-3011頁
(49) 法務省ホームページの「法制審議会民法（債権関係）部会第60回会議（平成24年10月23日
開催）」（http://www.moj.go.jp/shingil/shingi04900163.html）の「議事録等」の関係箇所を
参照。
(50) 中間試案の第33不安の抗弁権、商事法務編『民法（債権関係）の改正に関する中間試案の
補足説明』（2013年）388頁以下を参照。
(51) ?中間的な論点整理」のパブリック・コメントでも、解除を認めるべきだとする意見は、
愛知県弁護士会と１弁護士のみであり、圧倒的多数が解除まで認めることに反対している
（3021頁、3026頁）。
(52) 東京地判昭34・６・５下民10巻６号1182頁。売買目的物（真鍮屑）引渡し期日の前日と当
日に買主が真鍮屑の価格下落を理由に、代金減額しなければ代金を払わないと主張したので、
売主が契約を解除し価格下落分を損害賠償請求した事件。売主の解除を認め、約定価格と解除
時価格の差額の賠償請求を認めた。
(53) 学説については、吉川吉樹『履行請求権と損害軽減義務』（2010年）333～348頁の網羅的
な整理を参照。
(54) 民法（債権法）改正検討委員会編・前掲注（47）258頁、【3．1．1．65】?１>?イ>。
(55) 金融財政事情研究会編・前掲注（48）284～289頁。なお、賛成意見の中でも催告の要否に
ついては意見が分かれ、不要とする意見は２、必要とする意見は４、検討すべしとの意見が４
であった。
(56) 中間試案の「第11契約の解除 １債務不履行による契約の解除の要件（民法第541条ほか
関係）」は「民法第541条から第543条までの規律を次のように改めるものとする。」とし、その
（３）で次のように述べる。そこで「上記（２）と同様とする」というのは、「相手方は、債務
者に履行の催告をすることなく、契約の解除をすることができる」という意味である。
?（３）当事者の一方が履行期の前にその債務の履行をする意思がない旨を表示したことその
他の事由により、その当事者の一方が履行期に契約をした目的を達するのに足りる履行をする
早法89巻１号（2013）92
見込みがないことが明白であるときも、上記（２）と同様とするものとする。」
(57) また、この次期の代金債務は普通、次期の給付の履行により発生するとの約定であるか
ら、時間の経過だけでは履行期が到来せず、したがって、両債務の期限到来によって供給者が
同時履行の抗弁権をもつことはない。
(58) 谷口知平＝五十嵐清編『新版注釈民法（13）』584頁（澤井裕＝清水元）。
(59) 東京地判昭58・３・３判時1087号101頁は、継続的売買契約成立後に買主の代金支払能力
の著しい低下など代金回収を実現できない事由があり、かつ、担保提供の要求などを後履行の
買主が拒否する場合には、売主が先履行義務を遅滞しても違法性はないという。
(60) 中田裕康『継続的売買の解消』（1994年）54頁以下など。また、中田裕康・吉田和彦・手
嶋あさみ・馬場純夫・加藤新太郎「?座談会>継続的契約とその解消」判例タイムズ1058号
（2001年）17～20頁（手嶋裁判官）は、相手方の債務不履行、買主の信用不安を「やむを得な
い事由」「契約を継続しがたい重大な事由」の判断の中で考慮しているという。
(61) 神戸地判昭60・８・８判時1168号127頁。発動機会社Yが、造船会社Xから受注したエ
ンジンを、Xの信用不安を理由に納入しなかったため、Xは受注していた船舶を建造できず
倒産。XがYに損害賠償を請求。Xの信用不安はなかったとして請求を認容。Xに信用不安
があればYの賠償責任を否定したという点で、不安の抗弁権を認めている。
(62) 大判大15・11・25民集５巻763頁は、橋建設の請負人Yが熱心でないため竣工期限の完成
が危ぶまれたので、注文者Yが解除して自分の費用で建設し、Yに対し損害賠償を請求した
事案で、履行不能を理由に履行期前の解除を認めた。最近では、名古屋地判平19・３・30升田
純 Lexis判例速報2007.9No. 2365頁が、建物建築請負におけるコンクリート打設の重大な欠
陥等を理由に履行不能による請負人の債務不履行責任を認めている。これらは請負契約である
が、売買では履行行為が引渡しだけなので履行期の前に履行不能と判断することが難しいが、
請負では仕事の引渡し前の仕事懈怠の時点で履行不能と判断できるからであろうか。
(63) 民法631条（使用者が破産した場合には、労働者または破産管財人は解除できる）、642条
（注文者が破産した場合には、請負人または破産管財人は解除できる）、652条（委任者または
受任者が破産したときは委任契約は終了する）。なお、2004年（平16）の改正前の621条は、賃
借人が破産した場合に賃貸人も破産管財人も解約申入れできるとしていた。ちなみに、中国契
約法にはこのような規定はないが、倒産法にあるのであろうか。
(64) 梅仲協『民法要義』中国政法大学出版社（1998年）258頁、史尚寛『債法総論』（1954年）
564頁、蘇俊雄『契約原理及其実用』台湾中華書局、145頁、鄭玉波「論不安抗弁権」鄭玉波
『民商法問題研究』第四冊所載、63頁、68頁、潮見佳男『債権総論』信山社（1994年）102頁。
(65) オーストリア民法典1052条後段は以下のように規定している。「先に給付すべき当事者は、
もし相手方の財産状況が悪化し、給付不能の虞が発生し、しかしこの状況が契約締結時に、過
失に因るに非ずして知らなかったときは、相手方より反対給付につき保証の提出を得るまで、
一時的に給付を中断することができる。」
(66) 王利明＝崔建遠『合同法新論・総則』中国政法大学出版社（2000年）350頁、曹更生＝候
衛国「不安抗弁権的適用条件及効力」人民法院報2001年７月13日、崔建遠『合同法』法律出版
社（2007年）140頁。
(67) 顧昴然「合同的履行」「中華人民共和国合同法立法資料選」法律出版社（1999年）52～53
頁。
(68) 胡康生談話録「合同法草案的焦点問題以及不同意見」『中華人民共和国合同法立法資料選』
研究会報告（小口) 93
法律出版社（1999年）68頁。
(69) 我妻栄『債権各論』（上巻）84頁、清水元「不安の抗弁権」遠藤浩・林良平・水本浩監修
『現代契約法大系』（第２巻）有斐閣（1983年）81頁。
(70) 谷口＝五十嵐・前掲注（58）598～９頁。
(本稿は文部科学省科学研究費（基盤研究 C「中国契約法の理論と裁判例の総合的研究」）に
よる研究成果の一部である。）
早法89巻１号（2013）94
